
　

平
成
30
年
度
予
算
は
、第
七
次
只
見
町
振
興
計
画
に
示
し
た
町

づ
く
り
の
理
念
、基
本
的
施
策
に
基
づ
き
編
成
し
、地
域
の
社
会
経

済
的
な
発
展
を
目
指
し
、各
種
事
業
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
予
算
規
模
は
55
億
７
，８
０
０
万
円
と
な
り
、前
年

度
対
比
４
億
３
，６
０
０
万
円
の
増
、８
・
５
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。ま
た
、特
別
会
計
の
合
計
額
は
26
億
７
，０
０
０
万
円
と
な
っ
て

お
り
、一
般
会
計
と
合
わ
せ
た
平
成
30
年
度
予
算
総
額
は
82
億
４
，

８
０
０
万
円
で
す
。

　

歳
入
は
、「
依
存
財
源
」（
国
や
県
か
ら
入
る
お
金
）が
70
・
２
％
を

占
め
、そ
の
中
で
も
地
方
交
付
税
の
割
合
が
最
も
高
く
、歳
入
全
体

の
37
・
８
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
自
主
財
源
」（
町
が
独
自
に
確
保
で
き
る
お
金
）で
は
、繰

入
金
が
歳
入
全
体
の
10
・
５
％
で
、前
年
度
に
比
べ
て
１
億
２
，７
６

６
万
円
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。町
税
は
歳
入
全
体
の
15
・
３
％
で
、

前
年
度
に
比
べ
て
１
，７
０
２
万
円
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
は
、総
務
費
の
占
め
る
割
合
が
最
も
高
く
16
・
２
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。主
な
事
業
は
、明
和
振
興
セ
ン
タ
ー
耐
震
改
修
及
び
庁

舎
暫
定
移
転
、ふ
る
さ
と
館
田
子
倉
改
修
事
業
な
ど
で
す
。

　

次
に
、民
生
費
は
14
・
１
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。主
に
後
期
高
齢
者

医
療
、介
護
保
険
、児
童
福
祉
な
ど
の
安
定
し
た
社
会
生
活
を
保
障

す
る
た
め
の
経
費
で
す
。

　

続
い
て
、消
防
費
は
13
・
０
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。こ
れ
は
、防
災
行

政
無
線
の
デ
ジ
タ
ル
化
改
修
工
事
の
実
施
及
び
南
会
津
広
域
消
防

庁
舎
の
建
設
に
よ
る
も
の
で
、昨
年
比
１
６
１
・
５
％
の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

そ
の
他
、土
木
費
、教
育
費
、農
林
水
産
業
費
、公
債
費
、衛
生
費
、

商
工
費
の
順
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

土
木
費
で
は
、除
雪
機
械
の
整
備
、町
道
改
良
工
事
、定
住
促
進

住
宅
整
備
な
ど
を
実
施
し
ま
す
。

　

教
育
費
で
は
、外
国
語
指
導
助
手
の
小
学
校
配
置
、放
課
後
児
童

対
策
、公
営
塾
の
運
営
な
ど
に
取
り
組
み
ま
す
。

　

農
林
水
産
業
費
で
は
、地
域
活
動
の
支
援
、遊
休
農
地
な
ど
の
解

消
、新
規
就
農
対
策
を
実
施
し
ま
す
。

町税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄付金
繰入金
繰越金
諸収入
町債

項　目
850,945
60,000
500
700
500

76,000
12,000
600

2,109,000
700

10,486
37,537
194,721
346,847
71,674
5,001

587,556
1

100,932
1,112,300
5,578,000

15.3%
1.1%
0.0%
0.0%
0.0%
1.4%
0.2%
0.0%
37.8%
0.0%
0.2%
0.7%
3.5%
6.2%
1.3%
0.1%
10.5%
0.0%
1.8%
19.9%

100.0%

30年度 構成比 29年度 増減率
867,972
55,000
200
400
200

73,000
10,000
500

2,053,000
700

12,589
35,551
295,534
247,792
18,770
8,001

715,219
1

58,871
688,700

5,142,000

-2.0%
9.1%

150.0%
75.0%
150.0%
4.1%
20.0%
20.0%
2.7%
0.0%
-16.7%
5.6%
-34.1%
40.0%
281.9%
-37.5%
-17.8%
0.0%
71.4%
61.5%
8.5%

（単位：千円）■歳　入

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
予備費

項　目
77,751
905,168
789,134
383,454
2,557

528,257
317,009
592,856
726,842
562,833
195,298
467,337
29,504

5,578,000

1.4%
16.2%
14.1%
6.9%
0.0%
9.5%
5.7%
10.6%
13.0%
10.1%
3.5%
8.4%
0.6%

100.0%

30年度 構成比 29年度 増減率
75,413
848,814
733,564
368,091
2,513

500,164
412,585
713,418
277,981
631,995
15,710
531,391
30,361

5,142,000

3.1%
6.6%
7.6%
4.2%
1.8%
5.6%
-23.2%
-16.9%
161.5%
-10.9%
1143.1%
-12.1%
-2.8%
8.5%

（単位：千円）■歳　出

町 　 民 　 税
固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税
町 た ば こ 税
入 　 湯 　 税

■町税の内訳
1億5 , 5 40万5千円
6億5 , 8 33万2千円

1 , 3 06万1千円
2 , 0 80万4千円
334万3千円

◆
平
成
二
十
六
年
度
只
見
町
予
算

◆
一
般
会
計
　
歳
入

◆
平
成
30
年
度
只
見
町
予
算

◆
一
般
会
計
　
歳
出

歳入合計

歳出合計

7,800万円

づ済度すお８占の入６前て舎医す政庁い商住対消 ◆◆

これが只見町の予算です

町民一人あたりにすると（３月１日現在人口）…………… 4,422人
■一般会計支出額（使われるお金の額）……………1,261,420円
■町税負担額（納めていただくお金の額）…………… 192,434円

5,578,000
千円

一般会計
歳入合計

町税
850,945

分担金
　及び負担金
10,486

使用料
　及び手数料
37,537

町債
1,112,300

県支出金
346,847

国庫支出金
194,721

地方交付税
2,109,000

譲与税・交付金
151,000

その他の
　自主財源
177,608

繰入金
587,556



一般会計
予算総額

　□ 自然保護意識の醸成
 1,603万円 　ユネスコエコパーク推進事業
　□ 雪と共存するまちづくり
 2,200万円 　除雪機械更新事業
 1,600万円 　高齢者等除雪支援事業
 500万円 　克雪対策事業補助金
　□ 道路網の整備と定住環境の整備
 13,134万円 　定住促進住宅建設事業
 5,000万円 　町営住宅長寿命化事業
 4,935万円 　道路新設改良事業
　□ 水環境の保全と上下水道の整備
 11,030万円 　只見統合簡易水道整備事業

　□ 将来の只見を担う子どもたちの教育の充実
 2,113万円 　奥会津・只見教育振興協力隊活用事業
 1,091万円 　語学指導事業
 320万円 　未来の自分設計奨励金交付事業
　□家庭教育力・地域教育力の向上
 1,771万円 　放課後子ども教室事業
　□魅力ある生涯学習の推進
 113万円 　地域人材育成事業
 53万円 　芸術文化事業
　□地域文化の振興（地域で育まれた人の技・物・食の伝承）
 2,645万円 　民具収蔵庫整備事業
 1,721万円 　八十里越調査事業

　□集落・振興センターでの住民交流を主体とした地域づくり
 5,016万円 明和振興センター耐震改修事業
 920万円 集落運営支援交付金
 900万円 自然首都只見地域づくり交付金
　□総合的な土地利用・公共交通体系の確立 
 2,034万円 新多目的交通システム運営補助事業
 1,030万円 ＪＲ只見線全線再開通事業
 986万円 観光交通事業

　□安心して子どもを産み育てられるまちづくり
 1,584万円 　18歳以下医療費無料化事業
 1,200万円 　健やか発育・発達支援事業
 600万円 　学校給食支援事業
 350万円 　子宝祝い金事業
　□安心して暮らせるまちづくり
 27,734万円 　防災行政無線デジタル化事業
 4,582万円 　朝日診療所備品整備事業

　□受け継ぎ託す、プライド農業の実践
 1,000万円 　稲作担い手農家生産基盤整備支援事業
 977万円 　担い手育成事業
 252万円 　遊休農地等解消支援事業
　□豊かな森林を活かした林業の振興
 327万円 　森林所有者情報活用推進事業
 200万円 　地元産材活用支援事業
　□活力と賑わいそして持続ある商工業の確立
 1,740万円 　プレミアム商品券発行事業
 250万円 　雇用促進奨励金事業
 250万円 　Ｕ・Ｉターン等促進助成事業
　□地域経済の発展を担う魅力ある観光の推進
 1,558万円 　観光まちづくり協会補助金
 1,409万円 　地域おこし協力隊活用事業

国民健康保険事業特別会計
国民健康保険施設特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計
介護老人保健施設特別会計
地域包括支援センター特別会計
簡易水道特別会計
集落排水事業特別会計
朝日財産区特別会計
観光施設事業特別会計
交流施設特別会計

合　　計

会計区分
514,000
466,000
142,000
716,000
262,000
11,000
250,000
295,000
14,000

0
0

2,670,000

-12.1%
0.9%
5.2%
-0.6%
0.0%
7.8%
12.6%
-3.0%
-2.8%

-100.0%
-100.0%
-5.4%

30年度 増減率29年度
585,000
462,000
135,000
720,000
262,000
10,200
222,000
304,000
14,400
44,000
63,000

2,821,600

（単位：千円）■特別会計予算

※観光施設事業、交流施設特別会計は平成30年3月31日に廃止しました。

平成30年度の主な事業

55億

5,578,000
千円

一般会計
歳出合計

予備費　29,504 議会費　77,751

総務費
905,168

民生費
789,134

衛生費
383,454

労働費　2,557

農林水
産業費
528,257

土木費
592,856

消防費
726,842

教育費
562,833

災害復旧費
195,298

公債費
467,337

商工費
317,009

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 30年度29年度0
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億円

■一般会計当初予算額の推移（単位：万円）

お金はどこから来て、
どこへ行くの？

38億
3,000

40億
2,100

50億
1,000

51億
4,200

55億
7,80062億

6,600

68億
3,000

58億
4,500

59億
6,000

■自然と共生するまちづくり

■文化に根づく人づくりと学び続けるまちづくり

■住民が主役のまちづくり

■働きがいのあるまちづくり

■住みやすいまちづくり

運営補助事業
事業

化化事業事業

災
1

年中、年長児童の
保育料が無料です

40億
1,200


